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１．本審査書の位置付け 

本審査書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

法律第１６６号。以下「法」という。）第４３条の３の３４第３項において準用する

法第１２条の６第３項の規定に基づいて、九州電力株式会社（以下「申請者」という。）

が提出した「玄海原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書」（令和元年９月

３日付け原発本第８３号をもって申請、令和２年２月２７日付け原発本第２０９号を

もって一部補正。以下「申請書」という。）の内容が、法第４３条の３の３４第３項に

おいて準用する法第１２条の６第４項の規定に基づく実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「実用炉規則」という。）第

１１９条各号に規定する廃止措置計画の認可の基準に適合しているかどうかを審査

した結果を取りまとめたものである。 

 

２．申請の概要 

申請者が提出した申請書によれば、変更の概要は以下のとおりである。 

 

（１）２号炉の廃止措置に伴う変更 

２号炉が廃止措置段階となることに伴い、次の本文事項及び関連する添付書類事項

を変更する。 

・四 廃止措置対象施設及びその敷地 

・五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

・八 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

・九 廃止措置の工程 

 

（２）新燃料搬出方法に伴う変更 

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料ピット）に貯蔵してい

る新燃料の搬出方法を定めることに伴い、次の本文事項を変更する。 

・六 核燃料物質の管理及び譲渡し 

 

（３）蒸気発生器保管庫の１号炉、２号炉及び３号炉共用化に伴う変更 

蒸気発生器保管庫の共用が１号炉及び２号炉から、１号炉、２号炉及び３号炉に変

更されたことに伴い、次の本文事項を変更する。 
・四 廃止措置対象施設及びその敷地 

・五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

 

（４）最新値への見直し及び記載の適正化に伴う変更 

  申請時点における記載への見直し、記載の適正化に伴い、関連する条文を変更する。 
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３．審査の内容 
本件審査に当たっては、本申請が、法第４３条の３の３４第３項において準用する

法第１２条の６第４項の規定に基づく実用炉規則第１１９条各号に規定する廃止措

置計画の認可の基準に適合することを確認するため、発電用原子炉施設及び試験研究

用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準（原管廃発第１３１１２７１６号（平成２

５年１１月２７日原子力規制委員会決定）。以下「審査基準」という。）に基づき、審

査した。 

 

３－１．２号炉の廃止措置に伴う変更 

３－１－１．申請書本文に対する審査の内容 

以下では、２号炉が廃止措置段階となることに伴う本文事項の変更について、実用

炉規則第１１６条第１項各号に沿って審査基準への適合性を説明する。 

 

（１）第５号関係（解体対象となる施設及びその解体の方法） 

  第５号については、審査基準において、原子炉設置許可がなされたところにより廃

止措置対象施設の範囲を特定し、当該施設のうち解体の対象となる施設を定めている

ことを要求している。 

 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、申請者が、本申請に

おいて、２号炉の廃止措置に伴い解体の対象となる施設を変更するものであり、廃止

措置対象施設は原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた１号発電用原子炉

及びその付属施設とする方針に変更はないこと、解体の対象となる施設は、廃止措置

対象施設のうち、１号炉及び２号炉との共用施設を解体の対象に含めるとしているこ

とを確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

 

（２）第８号関係（核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄） 

第８号については、審査基準において、廃止措置対象の原子炉施設からの放射性廃

棄物の適切な廃棄として、以下の事項を要求している。 

１）放射性気体廃棄物については、原子炉の運転中における取扱いと同様に措置さ

れること 

２）放射性液体廃棄物については、原子炉の運転中における取扱いと同様に措置さ

れること 

 

規制庁は、申請者が、本申請において、２号炉の廃止措置に伴い、放射性気体廃棄

物及び液体廃棄物の放出管理目標値（１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の合算値）
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を変更するものであり、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと

判断した。 

１）放射性気体廃棄物の廃棄については、原子炉の運転中における取扱いと同様の

措置であることに変更はないこと。解体工事準備期間中における放射性気体廃

棄物の放出管理目標値は、１号炉及び２号炉を廃止措置段階、３号炉及び４号

炉を運転段階として、希ガスは１．０×１０１５Ｂｑ／ｙ、よう素１３１は３．

０×１０１０Ｂｑ／ｙと設定すること 

２）放射性液体廃棄物の廃棄については、原子炉の運転中における取扱いと同様の

措置であることに変更はないこと。解体工事準備期間中における放射性液体廃

棄物（トリチウムを除く。）の放出管理目標値は、１号炉及び２号炉を廃止措

置段階、３号炉及び４号炉を運転段階として、７．５×１０１０Ｂｑ／ｙと設定

すること 

 

（３）第９号関係（廃止措置の工程） 

第９号については、審査基準において、廃止措置の全体計画における、廃止措置の

着手時期、維持管理期間、解体撤去工事に着手する時期及び終了時期として、廃止措

置の方針・手順を時間軸の単位を年度として工程表により示すとともに、その概要を

示すことを要求している。 

 

規制庁は、申請者が、本申請において、２号炉の廃止措置に伴い、１号炉と２号炉

の工程を第２段階からそろえ、施設が隣り合う１号炉及び２号炉の廃止措置を同時並

行に行うことで全体工程の短縮につなげるとしており、第２段階（原子炉周辺設備等

解体撤去期間）の開始を２０２２年度から２０２６年度に、第３段階（原子炉等解体

撤去期間）の開始を２０３０年度から２０４１年度に、第４段階（建屋等解体撤去期

間）の開始を２０３７年度から２０４８年度と変更し、完了予定年度を２０４３年度

から２０５４年度に変更するものであり、当該変更を踏まえた工程が示されているこ

とを確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

 

３－１－２．申請書に添付する書類に対する審査の内容 

以下では、２号炉が廃止措置段階となることに伴う添付書類事項の変更について、

実用炉規則第１１６条第２項第３号の審査基準への適合性を説明する。 

 

（１）第３号関係（廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書） 

第３号については、審査基準において、平常時における周辺公衆への影響を確認す

ることとして、以下の事項を要求している。 

１）平常時における周辺公衆の線量の評価として、放射性気体廃棄物及び放射性液
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体廃棄物の環境への放出に伴う周辺公衆の線量、放射性固体廃棄物の保管に伴

う直接線及びスカイシャイン線による周辺公衆の線量が、以下のとおり評価さ

れていること 

①平常時に周辺環境に放出される放射性物質の量については、解体作業に伴い空

気中に飛散する粉じん等の放射性物質を対象とし、排気系フィルタ等の放射性

物質除去装置等の機能を適切に設定し算出されていること。なお、炉型の特質

や施設の状況に応じ、評価の対象となる放射性物質が考慮されていること 

②被ばく経路を設定するとともに、適切なパラメータを用いた被ばく評価モデル

を設定し、適切な気象条件及び①の放出量を用いて、周辺監視区域外の評価地

点における、放出放射性物質に起因する被ばく線量が適切に評価されているこ

と 

③放射性固体廃棄物に起因する直線線量とスカイシャイン線量について、被ばく

線量が評価されていること。この場合において、放射性固体廃棄物の保管量が

適切に設定され、保管廃棄施設の遮蔽設計、評価地点までの距離が適切に考慮

されていること 

 

規制庁は、申請者が、本申請において、２号炉の廃止措置に伴い、２号炉施設から

の放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出量の減少並びに２号炉施設に起因

する直接線量及びスカイシャイン線量の減少を考慮し、平常時における周辺公衆の線

量の評価を変更するものであり、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合す

るものと判断した。 
１）平常時における周辺公衆への影響の評価について、１号炉及び２号炉を廃止措

置段階、３号炉及び４号炉を運転段階として、平常時における放出放射性物質

に起因する周辺公衆の受ける実効線量を算出した結果、当該線量の合計は、１

号炉、２号炉、３号炉及び４号炉合算で年間約４．２μＳｖ（変更前は年間約

６．４μＳｖ）と評価しており、発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

関する指針（昭和５０年原子力委員会決定）に規定する線量目標値である年間

５０μＳｖを下回ること。また、敷地等境界外における直接線及びスカイシャ

イン線による被ばく線量については、２号炉、３号炉及び４号炉運転中の状態

から、２号炉の原子炉格納容器からの被ばく線量を引いた状態であり、年間５

０μＧｙを下回ること 

 

３－２．新燃料搬出方法に伴う変更 

以下では、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料ピット）に

貯蔵している新燃料の搬出方法を定めることに伴う本文事項の変更について、実用炉
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規則第１１６条第１項第６号の審査基準への適合性を説明する。 

 

（１）第６号関係（核燃料物質の管理及び譲渡し） 

第６号については、審査基準において、全ての核燃料物質の適切な譲渡しとして、

以下の事項を要求している。 

１）搬出までの間、核燃料物質貯蔵設備に保管すること 

  ２）核燃料物質の搬出、輸送に当たっては、関係法令に従った措置を講じること 

 

規制庁は、申請者が、本申請において、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵

設備（使用済燃料ピット）に貯蔵している新燃料について、輸送容器への収納方法等

を検討した結果を踏まえ、同新燃料の搬出方法を定めるものであり、以下の事項を確

認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

１）使用済燃料ピットの新燃料（１６体）については、新燃料の表面には放射性物

質が付着しているため、気中で燃料集合体の水洗浄を行った後に、加工事業者

への譲渡しに伴う搬出のため、輸送容器に収納するとしていること。輸送容器

に収納する際、燃料の表面汚染により、使用する輸送容器の基準を満足しない

場合は、汚染の拡大防止措置を講じた上で、気中で燃料集合体１体ごとに燃料

棒を引き抜き、燃料棒表面を除染し、燃料集合体と同じ形状への再組立てを行

った後に、輸送容器に収納すること。当該燃料の取扱いにおいては、燃料棒を

安全に取り扱うために専用の作業台を使用し、燃料棒の変形及び損傷を防止す

ると共に、取り扱う数量を燃料集合体１体ごと、かつ、その１体分の燃料棒に

限定し、臨界を防止すること 

２）核燃料物質の搬出及び輸送は、関係法令を遵守して実施するとともに、保安上

必要な措置を保安規定に定めて実施することに変更はなく、上記１）について、

必要な事項を保安規定に定め実施するとしていること 

 

３－３．蒸気発生器保管庫の１号炉、２号炉及び３号炉共用化に伴う変更 

以下では、蒸気発生器保管庫の共用が１号炉及び２号炉から１号炉、２号炉及び３

号炉に変更されたことに伴う本文事項の変更について、実用炉規則第１１６条第１項

第５号について審査基準への適合性を説明する。 

 

（１）第５号関係（解体対象となる施設及びその解体の方法） 

  第５号については、審査基準において、原子炉設置許可がなされたところにより廃

止措置対象施設の範囲を特定し、当該施設のうち解体の対象となる施設を定めている

ことを要求している。 
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  規制庁は、申請者が、本申請において、解体の対象となる施設から蒸気発生器保管

庫を除くものであり、蒸気発生器保管庫については、令和元年１１月２０日付け原規

規発第１９１１２０１号をもって許可した玄海原子力発電所の発電用原子炉設置変

更許可申請において、１号炉及び２号炉の共用施設から、１号炉、２号炉及び３号炉

の共用施設に変更になったことを受け、適切に変更されていることを確認したことか

ら、審査基準に適合するものと判断した。 

 

３－４．最新値への見直し及び記載の適正化に伴う変更 

規制庁は、申請時点における最新値への見直しとして、放射性固体廃棄物及び放射

性廃棄物でない廃棄物の推定発生量、放射線業務従事者の被ばく線量、廃止措置に要

する費用の見積り及び当該費用の調達計画が適正に変更されていること、２号炉の廃

止措置計画認可申請の記載内容を踏まえた記載の適正化に伴う変更があった箇所に

ついては、適正に変更されていることを確認した。 

 

４．審査の結果 

九州電力株式会社が提出した「玄海原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請

書」（令和元年９月３日申請、令和２年２月２７日一部補正）を審査した結果、当該

申請は、法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条の６第４項の規定

に基づく実用炉規則第１１９条各号に規定する廃止措置計画の認可の基準に適合し

ているものと認められる。 
 


